
【資料１－１】

１　要介護・要支援認定等の状況

一般状況は次のとおりである。

令和６年度 令和５年度 比較　（アーイ）

（ア） （イ）

匝瑳市の人口　                           Ａ 33,024人 33,594人 ▲570人

内高齢者　（６５歳以上）の人口　   Ｂ 12,339人 12,370人 ▲31人

高齢化率　　　（Ｂ／Ａ） 37.36% 36.82% 0.54%

被保険者数　　　　                     　C 12,267人 12,297人 ▲30人

要介護　・　要支援認定申請件数 1,950件 2,081件 ▲131件

　新　　　規 691件 674件 17件

　区分変更 295件 303件 ▲8件

　更　　　新 964件 1,104件 ▲140件

要介護　・　要支援認定者数（平均） Ｄ 2,221人 2,205人 16人

(Ｄ／Ｃ） 18.11% 17.93% 0.18%

１号被保険者 2,173人 2,155人 18人

２号被保険者 48人 50人 ▲2人

介護(介護予防）サービス受給者数（平均） 　Ｅ 1,959人 1,932人 27人

（Ｅ／Ｄ） 88.20% 87.62% 0.58%

居宅介護サービス受給者数 926人 905人 21人

１号被保険者 900人 880人 20人

２号被保険者 26人 25人 1人

地域密着型介護サービス受給者数 323人 318人 5人

１号被保険者 311人 305人 6人

２号被保険者 12人 13人 ▲1人

施設介護サービス受給者数 465人 477人 ▲12人

１号被保険者 464人 476人 ▲12人

２号被保険者 1人 1人 0人

245人 232人 13人

１号被保険者 240人 224人 16人

２号被保険者 5人 8人 ▲3人

(※人口は3月31日現在）

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

ア　要介護認定者（介護１～介護５）への介護保険サービス給付費は次のとおりである。

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

居宅介護サービス給付費 1,024,051,733円 992,327,841円 31,723,892円

466,755,082円 464,697,788円 2,057,294円

施設介護サービス給付費 1,550,817,398円 1,539,807,099円 11,010,299円

居宅介護福祉用具購入費 5,734,167円 4,418,131円 1,316,036円

居宅介護住宅改修費 5,978,267円 5,730,613円 247,654円

居宅介護サービス計画給付費 157,179,316円 148,623,949円 8,555,367円

3,210,515,963円 3,155,605,421円 54,910,542円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

居宅介護サービス給付費　 1,288,276円 1,271,934円 16,342円

地域密着型介護サービス給付費　 1,445,062円 1,461,314円 ▲16,252円

施設介護サービス給付費　 3,335,091円 3,228,107円 106,984円

令和６年度介護保険事業実施状況概要

介護予防サービス受給者数

保険給付費総額

区　　　　　　　　　分

地域密着型介護サービス給付費

合       　　　　　　計

区　　　　　　　　分

区                  分

２　介護給付費の状況

3,513,026,283円 3,466,227,062円 46,799,221円

（１）　介護サービス等諸費

イ　一人当たりのサービス給付費



ア　要支援認定者への介護保険サービス給付費は次のとおりである。

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

介護予防サービス給付費 34,687,005円 33,518,788円 1,168,217円

2,875,914円 6,304,293円 ▲3,428,379円

介護予防福祉用具購入費 895,859円 914,120円 ▲18,261円

介護予防住宅改修費 3,956,369円 3,250,146円 706,223円

介護予防サービス計画給付費 12,819,960円 11,936,820円 883,140円

55,235,107円 55,924,167円 ▲689,060円

イ　一人当たりのサービス給付費

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

介護予防サービス給付費 225,449円 241,052円 ▲15,603円

介護報酬の審査支払について、千葉県国民健康保険団体連合会に委託し、手数料を次のとおり支払った。

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

介護報酬請求総件数 50,229件 48,713件 1,516件

一件当たりの手数料 50円 50円 0円

審査支払額合計 2,511,450円 2,435,650円 75,800円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 544件 598件 ▲54件

金　　　　　　　　　　額 9,158,694円 9,526,428円 ▲367,734円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 1,602件 1,576件 26件

金　　　　　　　　　　額 12,201,337円 11,128,303円 1,073,034円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 4,480件 4,682件 ▲202件

金　　　　　　　　　　額 62,693,217円 63,409,470円 ▲716,253円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 617件 586件 31件

金　　　　　　　　　　額 7,739,090円 7,760,566円 ▲21,476円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 7,243件 7,442件 ▲199件

金　　　　　　　　　　額 91,792,338円 91,824,767円 ▲32,429円

区　　　　　　　　分

地域密着型介護予防サービス給付費

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

　介護サービス、介護予防サービスを受け、居宅介護サービス提供事業者及び指定介護保険施設に一定
額以上の一部負担金を支払った被保険者に対して、その額を超える金額について高額介護サービス費　・　
高額介護予防サービス費を支給した。

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

（２）　介護予防サービス等諸費

（３）　その他諸費（審査支払手数料）

（４）　高額介護サービス等費

ア　利用者負担第四段階（市町村民税課税世帯（一般世帯及び現役並み所得相当））

イ　利用者負担第三段階　（市町村民税世帯非課税者で合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円超）

ウ　利用者負担第二段階（市町村民税世帯非課税者で合計所得金額＋課税年金収入額が８０万円以下）

エ　老齢福祉年金受給者等（生活保護受給者及び老齢福祉年金受給非課税世帯）

オ　合　　　　　　計



令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 2件 2件 0件

金　　　　　　　　　　額 134,366円 298,945円 ▲164,579円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 7件 6件 1件

金　　　　　　　　　　額 403,063円 216,813円 186,250円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 34件 35件 ▲1件

金　　　　　　　　　　額 1,328,322円 1,510,290円 ▲181,968円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 88件 70件 18件

金　　　　　　　　　　額 2,056,357円 1,768,735円 287,622円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 217件 237件 ▲20件

金　　　　　　　　　　額 4,780,224円 5,243,922円 ▲463,698円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

件　　　　　　　　　　数 348件 350件 ▲2件

金　　　　　　　　　　額 8,702,332円 9,038,705円 ▲336,373円

令和６年度(ア) 令和５年度(イ) 比較　（アーイ）

特定入所者介護サービス費 144,251,245円 151,366,236円 ▲7,114,991円

特定入所者介護予防サービス費 17,848円 32,116円 ▲14,268円

144,269,093円 151,398,352円 ▲7,129,259円

　１年間（毎年８月１日～翌年７月３１日）の医療保険と介護保険における自己負担の合算額が著しく高額と
なる被保険者に対し、自己負担限度額を超える金額について高額医療合算介護サービス費・高額医療合
算介護予防サービス費を支給した。

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

区　　　　　　　　分

　施設入所の際の居住費や食費について、利用者の所得に応じた負担限度額を設定し、標準的な費
用の額（基準費用額）と負担限度額との差額を補足給付として支給した。

区　　　　　　　　　分

合　　　　　　　　　計

（５）　高額医療合算介護サービス等費

ア　現役並み所得者Ⅱ

イ　現役並み所得者Ⅰ

ウ　一般

エ　低所得者Ⅱ

オ　低所得者Ⅰ

カ　合　　　　　　計

（６）　特定入所者介護サービス等費



（１）　介護予防・生活支援サービス事業費

○第１号訪問事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 21,776,281円 21,772,024円

　受給者数（平均（4～3月）） 97人 94人

○第１号通所事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 64,060,650円 56,215,942円

　受給者数（平均（4～3月）） 207人 186人

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 946,900円

　利用者数（年間） 10人

　合計　（１）＋（２）　

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 65,007,550円 56,215,942円

○介護予防ケアマネジメント事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 7,637,279円 7,263,924円

　年間件数 1,626件 1,544件

（２）　一般介護予防事業費

○介護予防普及啓発事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 22,300円 61,520円

○地域介護予防活動支援事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 1,282,521円 1,237,984円

３　地域支援事業の実施状況

　平成２９年４月から、新しい介護予防・日常生活支援総合事業として、（１）介護予防・
生活支援サービス事業と（２）一般介護予防事業を開始した。

　要支援者及び基本チェックリスト該当者に対して訪問型従前相当サービスを提
供した。

　（１）要支援者及び基本チェックリスト該当者に対して通所型従前相当サービス
を提供した。

　（２）要支援者及び基本チェックリスト該当者に対して、総合事業の多様なサー
ビスの一環として、通所型サービスＣのモデル事業を新たに実施した。

　地域包括支援センターが、要支援者及び基本チェックリスト該当者に対する介
護予防プランの作成、給付管理を行った。

　地区単位での介護予防教室や相談及び介護予防普及啓発等の活動を実施
した。

　いきいき百歳体操を中心とした身近な地区での住民の自主的な介護予防活動
を支援した。



（３）　包括的支援事業・任意事業費

○総合相談事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 126,000円 138,000円

　実態把握件数（委託分） 42件 46件

○紙おむつ給付事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 10,121,690円 9,532,353円

　給付人数 407人 417人

○認知症見守りネットワーク事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 66,922円 59,628円

　実施回数 18回 15回

　参加者数 612人 619人

○介護給付等費用適正化事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 2,105,778円 2,076,656円

○生活支援体制整備事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 8,000,000円 8,000,000円

○認知症施策推進事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 638,908円 214,150円

○オレンジファーム支援事業

区　　　　分 令和６年度（ア） 令和５年度（イ）

　事業費 30,000円 30,000円

　 ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯について、身体状況等に応じて介護予防支
援や介護相談を行うことを目的として、実態把握業務を委託した。

　要介護高齢者に対して紙おむつ等を給付することにより、介護者の経済的負
担軽減を図った。

　認知症に対する理解と見守りを目的に、認知症サポーター養成講座を行った。

　パッケージソフトにより不適正給付の可能性があるケースを抽出し、介護保険
事業者に内容確認を行った。また、介護サービス利用者に対して、年２回介護給
付費通知を送付し、適正なサービス利用の啓発を行った。

　市社会福祉協議会に委託し、生活支援コーディネーター２名を配置することに
より、地域の生活支援体制づくりに努めた。

　物忘れの度合いを自己測定できる「認知症簡易チェックサイト」を運用し、認知
機能低下の早期発見ができるように努めた。

　農作業を通じて認知症本人の社会参加の機会をつくり、またその家族等の相
談支援や交流等を目的
とした「オレンジファーム」を実施する市民ボランティアの活動を支援した。




